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１．はじめに
　著者は，以前に，インドネシア独立後の村落行政制度の変遷を，1979年に制定された「村
落行政に関する1979年インドネシア共和国法律第５号（Undang-Undang Republik Indonesia 
Nomor 5 Tahun 1979 tentang Pemerintahan Desa）」（以下「1979年村落行政法」と略記）と
1999年に制定された「地方行政に関する1999年インドネシア共和国法律第22号（Undang-
Undang Republik Indonesia Nomor 22 Tahun 1999 tentang Pemerintahan Daerah）」（以下「1999
年地方行政法」と略記）の定める村落行政制度に焦点を絞り，とくに両者の間で村落社会
を枠づけてきた村落行政制度の理念と内容がどのように変わったのか，そして農村社会の
民主化がどのように進むことになったのかを明らかにしてきた1）。とくに1979年村落行政
法と1999年地方行政法との比較検討によって確認できたことは，1979年村落行政法が中
央集権的な「スハルト体制」を支えるために国家優先・中央政府中心の画一化を志向した
中央集権的統治主義に立っていたのとは対照的に，1999年地方行政法は，地方と村民の
権益にこたえる村落自治を確立するために民主化と多様化を志向した地方分権的民主主義
に立つものであった，ということである。このような国益優先から地方と住民の権益重視
への転換に見られるように，インドネシアの地方行政制度は，1999年地方行政法の制定
によって大転換をすることになったのである。
　しかし，1979年村落行政法から1999年地方行政法への地方自治制度の改革は，中央か
ら地方への移譲に関して充分な準備期間と準備段階が設けられないままに，スハルト退陣
後の混沌としたなかで，スハルトの残任期間を埋めたハビビ大統領の下で一気に進められ
た2）。このような急激な制度の転換によって，民主的な村落行政制度の理解に対する民意
の成熟度の違いなどから，村落行政制度の実施にあたってたとえば村議会議員の選挙をめ
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ぐって村の内部で政治的対立が先鋭化したり，村議会（Badan Perwakilan Desa: BPD）が
村長と対立して知事に村長の更迭を求めて村政がストップしたりして，さまざまな問題が
発生してきた。その結果，いわゆる行き過ぎた民主化が問われるようになり，そのために
1999年地方行政法の見直しが行われた。それが，2004年10月に制定された「地方行政に
関する2004年インドネシア共和国法律第32号（Undang-Undang Republik Indonesia Nomor 
32 Tahun 2004 tentang Pemerintahan Daerah）」（以下「2004年地方行政法」と略記）である。
　そこで，本稿では，2004年地方行政法が新たに制定された経緯と，1999年地方行政法と
比較して2004年地方行政法に定められた村落行政組織はどこが変わったのかを明らかにし
てみよう。そして，この2004年地方行政法の制定によって，民主化の後退の象徴とされた
村協議会（Badan Permusyawaratan Desa: BPD）が地方では村議会にかわってどのように再
編されたのであろうか。その実態について，インドネシアの政治・経済の中心を成すジャ
ワ社会の１例として，ジョクジャカルタ特別州（Provinsi Daerah Istimewa Yogyakarta）のバン
トゥール県（Kabupaten Bantul）の「村協議会に関する2007年第14号バントゥール県地方
条例（Peraturan Daerah Kabupaten Bantul Nomor 14 Tahun 2007 tentang Badan Permusyawaratan 
Desa）」（以下「村協議会に関する2007年バントゥール県地方条例」と略記）を示してみよ
う。
２．2004年地方行政法の村落行政組織
⑴　1999年地方行政法の改正とその背景
　地方分権化と民主化を同時に進めるために制定された1999年地方行政法が，ポストス
ハルトの改革の一つとして注目を集め，2001年１月に施行された。しかし，それからわ
ずか３年９ヵ月足らずで改正されることになり，2004年10月に新たに2004年地方行政法
が制定された。1999年地方行政法も2004年地方行政法も，断るまでもなく中央政府に対
する地方の州（Propinsi），県（Kabupaten）・市（Kota）の地方自治体，その下の行政単位
である郡（Kecamatan），さらにその下の県・市の都市部に位置付けられている町
（Kelurahan）と農村部に位置付けられている村（Desa，地方によっては別の名称）につい
て，それらの行政機構，首長の選出，組織，権限，人事，財源，そして議会と議員の選出
などについて定めた法律である。したがって，1999年地方行政法が改定されることになっ
た経緯は，単に村落行政制度にかかわる問題だけではなくさまざまな理由があげられる
が，その主なものをあげると次のようなことが指摘できる。
　1999年地方行政法の制定によって，スハルト体制の国益優先による中央集権的統治か
ら地方政府による地方と住民の権益重視による地方分権的民主主義の統治へと180度転換
し，外交，国防・治安，司法，金融・財政，宗教およびその他の分野を除くすべての行政
分野において地方政府（とくに県・市）が権限を持つことになったのである。すなわち，
中央政府は，地方政府が行政運営や規制の実施を確実に行うよう支援する立場に置かれる
ことになった。しかもこの大転換が，法案作成２ヶ月，国会審議３ヶ月という非常に短期
間のうちに行われたのである3）。その結果，地方政府への権限移譲が省庁間の調整が十分
なされないまま実施されることになったため，その後権限移譲に消極的な省庁もでてき
た。また，地方政府にあっても委譲された権限の理解が十分でないままスタートすること
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になったため，次に記すような，本来の制度設計では予期できなかったような問題がでて
きた。
　地方政府は，地方分権化によって中央政府からにわかに多くの権限を委譲されるととも
に行政裁量権の自由度が大きく増すことになった。その結果地方政府では，それらの権限
の行使を背景に「ミニ・スハルト」と揶揄される地方首長が現れるようになり，かつての
スハルト体制下の汚職構造や自治体を思いのままに動かす権威主義的な統治が地方に拡散
することになった。それは，1999年地方行政法では，村長だけが旧来同様に住民の直接
選挙で選出されたが，そのほかの地方首長，すなわち州知事，県知事，市長はそれぞれの
地方議会によって選出されることになっていたため，地方議会と地方首長の癒着が発生し
やすくなり，地方議会による地方首長のチェック機能が十分に機能しない例がみられるよ
うになった。
　また，冒頭でも触れたように行政村の段階では，政党の影響も及ぶようになって村議会
議員の選挙をめぐって村落内部で政治的対立が先鋭化したり，村政をめぐって村議会が村
長と対立したりして，知事に村長の更迭を求めて村政がストップするような事態が発生す
るようになった。
　上記のような問題の発生が目立つようになり，それらに対する世論の批判が高まってき
たことによって，1999年地方行政法は，当時のメガワティ大統領の下で現ユドヨノ大統
領に交代する直前の2004年10月に改正され，新たに2004年地方行政法が制定された。し
たがって，改正のポイントはこれらの問題の発生を排除するところにおかれ，州知事，県
知事，市長の地方首長を住民の直接選挙で選出する公選制に改め，住民のコントロールに
よって地方議会との癒着を抑制しようとしたのである。
⑵　2004年地方行政法の理念と基本的枠組み
　上述してきたように2004年10月に成立した2004年地方行政法は，それと同時に成立し
た中央・地方の財政均衡の枠組みを定めた「中央政府と地方政府間の財政均衡に関する
2004年インドネシア共和国法律第33号」（Undang-Undang Republik Indonesia Nomor 33 
Tahun 2004 tentang Perimbangan Keuangan antara Pemerintah Pusat dan Daerah）（以下「2004
年中央・地方財政均衡法」と略記）とともに，1999年５月に成立して2001年１月から施
行された1999年地方行政法と1999年中央・地方財政均衡法をそれぞれ改正したものであ
る。ここでは，このうち2004年地方行政法の制定によって村落行政制度の理念が前の
1999年地方行政法のそれとどのように変わったのかを中心に見てみよう。
　2004年地方行政法は，基本的には1999年地方行政法を踏襲し，地方行政単位を地理的
に大きい順に州，県・市，郡，町・行政村として，これらの地方行政単位の基本的枠組み
を定めた法律であるが，村落行政制度については，第11章「村（Desa）」の第200条から
第216条に定められている。そこで，村落行政制度について1979年村落行政法，1999年地
方行政法，および2004年地方行政法の間の基本的な理念と枠組みの違いを比較して示し
たのが表１である。
①1999年地方行政法からの踏襲
　そこで，まず1999年地方行政法から2004年地方行政法に踏襲された基本的な理念の確
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表１　1979年法・1999年法・2004年法の村落行政制度の比較
事　項 1979年法律第５号 1999年法律第22号 2004年法律第32号
村の概念 実体としての領域。 法定の地域社会。 基本的に1999年法律第22
号に同じ。
村と村長の名称 全国で desaと kepala desaの
使用を義務化。
県による伝統的な用語使用
が可。
基本的に1999年法律第22
号に同じ。
新村の設置 郡によって提起され，県に
よって承認。
村民によって提起され，県知
事と県議会によって承認。
基本的に1999年法律第22
号に同じ。
村の位置づけ 郡長の下に位置する最末端
行政機関。
自治権をもつ法定社会。 基本的に1999年法律第22
号に同じ。
村の機関 村長の権威下で任命された
村落協議会（LMD）と村
落開発協議（LKMD）。そ
の他の機関は不許可。
権利と自治を伴った選挙に
よる村議会（BPD）と村や
県が適切だとしている機
関。
村協議会（BPD）と村条令
で定めた村政府の支援と村
民の振興に寄与する機関。
村政府 村長と村落協議会からな
り，両者は不可分。
村行政は村長と村議会から
なり，両社はパートナーで
はあるが完全に分離。村政
府は村長と村役人からな
る。
村行政は村長と村協議会か
らなり，両社はパートナー
ではあるが完全に分離。村
政府は村長と村役人からな
る。
村議会 なし。LMDのみ。LMD議
長は村長が，書記は村書記
が，委員は全部落長と村長
の任命者。
村議会を設置しなければな
らない。議員は村民のなか
から村民によって直接選
出。村長と村役人は議員を
兼務できない。
村協議会を設置しなければ
ならない。議員は村民リー
ダーによる協議で選出。１
期６年で，１回再選可。村
長と村役人は議員を兼務で
きない。
村長の選出方法・
任期・責任
県の審査後，村民の直接選
挙で選出され，県知事が任
命し，知事に対して責任を
負う。25歳以上60歳まで
の者。１期８年で，１回再選
可。
村民の選挙で選出され，村
議会で可決。県知事の承認
を得る。村議会に責任を負
う。１期５年で，１回再選
可。
村民の選挙で選出され，県
知事によって任命される。
郡長を通じて県知事に責任
遂行を伝え，それを通して
村民に責任を負う。１期６
年で，１回再選可。
村政府役人 村長が任命し，知事が承
認。村政府を補佐。
選挙か任命により，村議会
が承認。
書記は公務員化し，県知事
が任命。他の村役人は村長
が任命。
村長の解任 郡によって提案され，県に
よって承認。
村議会によって提案され，
県知事によって承認。
村協議会によって提案さ
れ，県知事によって承認。
村の条例制定 村長と村落協議会によって
決められ，郡によって承認。
村長とともに村議会によっ
て提案され，承認。
基本的に1999年法律第22
号に同じ。
村の予算 村長と村落協議会によって
決められ，県によって承認。
村議会が村長とともに提案
し，承認。
基本的に1999年法律第22
号に同じ。
村の歳入 県からの助成 中央・州・県の配分金，助
成金および村固有の歳入
基本的に1999年法律第22
号に同じ。
村所有の事業 不可 可 可
自治の指標 なし。村は，郡の権威の下
に置かれる。
村民は，資金，人あるいはイ
ンフラをともなわない政府
のプログラムを拒否し，規
則を起草する権利を持つ。
伝統的な権利が保障された
慣習的な村の復活と中央や
県の法令に適合する範囲で
条例を定める権利。
実施と監督 内務大臣 県政府と議会 県政府
（資料）関係法令により筆者作成。
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認をしておこう。
　第１に2004年地方行政法は，1999年地方行政法を踏襲して村落行政の基本的な理念が，
多様性，参加，本来の自治，民主主義，人々のエンパワーメントにあることを示している
（後述の②で触れる「2004年地方行政法注釈」の104））。とくに行政村の多様化が引き続い
て認められたことで，1979年村落行政法によって画一化される以前の伝統的な村落の名
称，たとえば北スマトラのフタ（huta），西スマトラのナガリ（nagari），南スマトラのマ
ルガ（marga），中部スラウェシのレンバン（lembang）などのようにそれぞれの地方に固
有な名称で呼ぶことが継続してできるようになった。1999年地方行政法では，それらの
理念について，同法の前書きで，「地方自治の組織化には，民主主義，社会参加，公正と
正義などの原則をより重視し，同様に地方の可能性と多様性も考慮する必要があると判断
される……」と述べ（1999年地方行政法の前書き b.），また「村落行政の名称，形態，構
造，位置づけを画一化した1979年村落行政法の基本理念は……1945年憲法の精神に適合
していないが，地方の特別な起源を持つものを支持する権利を認めて尊重することが必要
であるから，修正されなければならない」（1999年地方行政法の前書き e.）と述べ，いず
れも民主的で地方の多様性を尊重した地方行政が必要であることを指摘していた。
　第２に，2004年地方行政法は，1999年地方行政法を踏襲して村落を自立した行政単位，
すなわち地方自治体の一つとして位置付けている。2004年地方行政法は，村の定義を
1999年地方行政法の理念を継承して，「デサ（Desa）あるいはその他の名前で呼ばれる村
は，インドネシア共和国行政体系のなかで，敬意をもって認められたその土地の由来と慣
習に基づいて地域社会の利害を調整，管理する権威を与えられ，一定の境界で囲まれた地
域を持った法定社会である。」（2004年地方行政法 第１条 12）と定めている。行政村は，
法律によって権利や義務等が定められた行政単位として，たとえば上位の法令に抵触しな
い範囲で村条例によって村落の振興に必要な社会的機関を設置すること（第211条），村
落独自の事業を興して資金を得ること（第213条），あるいは村落の利害のために村落内，
他の村落，および第３者機関との協力を進めること（第214条）ができ，独立した自治体
として村落行政を進めていく自治権を認められている。
②2004年地方行政法での主な改正点
　つぎに，これに対して，2004年地方行政法では，1999年地方行政法の改正によって同
法の村落行政制度の基本的な理念と枠組みがどのように改変されたのか，この点を見てみ
よう。
　第１は，1999年地方行政法において村落自治の民主的改革の柱とされた村議会（Badan 
Perwakilan Desa: BPD） に代わって2004年地方行政法では村協議会 （Badan Permusyawaratan 
Desa: BPD）が設置されることになったことである。それは，1999年地方行政法では村議
会が村落行政の組織や統治を指導する機能を担っていることが強調されていたのに対し
て，新設された村協議会では住民の要請にこたえ，村条例を制定するなど，村長とともに
村落行政を進める機能が強調され（第209条），すでに前で触れたように村協議会と村長
の対立を避けて村落行政の円滑な運営を確保することに力点が置かれることになった。さ
らに，村民の間の対立を回避するために村議会議員の直接選挙が廃止され，村協議会議員
は話し合いと全員一致によって決められた関係村民の代表が選ばれることになり（第210
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条⑴），その結果実際には隣組長，慣習文化の長老，名望家などの村民を代表する有力者
同士の話し合いで決められることになったのである。すなわち「スハルト体制」下で合意
形成の常套手段とされてきた村落や部落の有力者による話し合い（musyawarah）と全員
一致（mufakat）の方法が再度導入されることになったことによって，村協議会議員の選
出に際して広く村民の意向が反映されにくくなった点で，村落行政制度は明らかに民主化
が後退することになったのである。換言すれば，再び旧来の有力者や村落行政に卓越した
能力をもった村民による村落の秩序が再現される方向に向かいだしたともいえる。
　また，このような村協議会設置の改正によって，村民の直接選挙で選出された議員によ
る村議会によって果たされてきた村落行政のチェック機能が大幅に後退することになっ
た。とくに村長の更迭に関しては，1999年地方行政法では，村長は，村議会を通して村
民に責任を負い（1999年地方行政法第102条 a.），村政府の業務の実施について県知事に
報告することとされ（1999年地方行政法第102条 b.），村議会が知事に対してこれらを含
む法令違反による村長の更迭要請を行うことができた（1999年地方行政法第103条⑵）。
しかし，2004年地方行政法では，上記の条文は削除され，「地方行政に関する2004年イン
ドネシア共和国法律第32号注釈（Penjelasan atas Undang-Undang Republik Indonesia Nomor 
32 Tahun 2004 tentang Pemerintahan Daerah）」（以下「2004年地方行政法注釈」と略記）の
「10村（Desa）」の項のなかで5），村長は郡長を通じて県知事に対して村政府の業務の実施
について責任を持つことを通じて村民に責任を負うと規定され，村協議会による村長更迭
の直接請求は認められなくなった。このような改正が行われたのは，前に指摘したように
村協議会と村長の対立を避けて村落行政の安定的な運営を担保しようとしたからに他なら
ない。
　上述してきたように2004年地方行政法では民主化が後退することになったが，村落行
政が立法と行政の分割の下で行われる建前は継承された。村落行政は村政府と村協議会に
よって構成され，県行政のなかで組織される（第200条⑴）。村政府は，村長，書記，そ
れと村役人で構成され（第202条），基本的に行政機能を担い，これに対して村協議会は
立法機能を担っている。その立法機能を担う村協議会は，先に触れたように有力者の話し
合いで選ばれた議員で構成され，議員の任期は１期６年で１回再選が可能であり，村協議
会の議長は議員の中から選出されることになっている（第210条）。
　なお，1999年地方行政法にあった，「村議会」は，村落行政の監督，慣習の保持，村条
例の制定，住民要請の伝達の役割（1999年地方行政法第104条）をもつとともに，村長の
解任を県知事に提案する権限（同法第103条⑵）をもち，村長と協力して予算やその他村
落行政に必要な規則等を決定する（同法第105条），などといった「村議会」の権限や役
割に関する具体的な条文が，2004年地方行政法の村協議会についての条文には明示され
ていない。このように村協議会の権限に関する表記が抑制されたのは，村落行政における
村協議会と村長との調和を期待したからだと考えられる。しかし，村落行政に住民代表に
よる議会制度が継承されていることには変わりないから，村長は村協議会と癒着するので
はなく，村協議会でも質問に有能に答弁できなければならない存在である。
　第２は，2004年地方行政法で村書記が公務員になったことである（第202条⑶）。1979
年村落行政法と1999年地方行政法では，村政府の業務は村長，書記，および部落長を含
めた村役人によって担われてきた。その業務内容の大半は地方行政の末端としての業務で
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あったが，公務員として位置づけられてこなかったためにかれらに国から給与が払われる
ことはなく，かれらには村落政府から手当てに代わる役職田が給されてきた6）。かれらが
職務上手当てや報酬を手にするのは，国，州や県から降ろされてきたプログラムを実施す
るときに支給される場合であるが，その額はごくわずかである。したがって，村長や村役
人の間では，給与と年金などが保障されている公務員化を目指す要求が強くなっている。
村書記の公務員化が実施されたことによって，書記の役職田を村の小作田やほかの目的に
転用することができ，また書記の手当てや報酬の負担を軽減することが可能になった。し
かし他方で，村政府の実務の要にある書記が公務員化したことによって，村落行政に対す
る県の監督権が強く及ぶことが可能になった。
　第３は，村から町への移行に関して，その手続きが条文化されて明確化されたことであ
る7）。2004年地方行政法では，村は，県の条例に従って，村協議会と村政府の申請とリー
ダシップによって町に移行することができる，と定めている（第200条⑶）。町に移行し
た場合には，予算は県から交付されるようになり，また村が所有していた資産は，町に
よって管理されることになる（第201条）。都市の拡大や都市化の進展による農地の転用
によって，村役人に対する役職田などの担保も難しくなり，村落行政制度の枠組みにとど
まるか否かの選択を迫られる事例も増えてくることは間違いない。したがって，今後町に
移行する事例も増えることが予測され，今回の改正でそのための手続きの原則を明示する
必要があったと思われる。
⑶　2004年地方行政法の村落行政組織
　それでは，2004年地方行政法が制定されたことによって1999年地方行政法の村落行政
組織はどのように再編されたのだろうか。そこで，ここでは2004年地方行政法第11章
「村」に示されている村落行政組織について，上記で触れなかったことを中心に簡単に見
てみよう（前掲表１参照）。
　行政村は，1999年地方行政法と同様に，地域社会の利害を調整，管理する法定社会と
して自治権を与えられ，同時に州，県・市，町とともに議会の設置を認められ，地方自治
体として位置づけられている。その行政村を新たに設置したり，あるいは廃止や統合をし
たりする場合には，村民の要請があって初めて可能になるとされている（第200条⑵）。
　村長は，住民の直接選挙による最高得票者が選ばれ（第203条⑵），県知事によって30
日以内に任命される（第205条⑴）。村長の任期は１期６年で，１回の再任が認められて
いる（第204条）。2004年地方行政法では，村長の立候補者になることができる要件につ
いては国の法令や県の条例で（第203条⑴），また地方の慣習法に基づく選出については
県の条例で定めることとして（第203条⑶），それらに関する具体的な要件を明示した条
文は削除された。また，村落行政をリードする村長に課された義務や職務についても国の
法令や県の条例で定めることとし（第208条），これを直接明示した条文も削除された。
しかし，村長が就任に際して唱えることを義務付けられている宣誓文は，1999年地方行
政法と同様に条文に掲げられ（第205条⑶），「唯一神（Demi Allah, Tuhan）の名において
……」ではじまり，建国５原則のパンチャシラや1945年憲法への忠誠を誓う内容は変わっ
ていない。他方で，1999年地方行政法で具体的に定められていた村長の辞任や解職に関
する条文は削除されている。
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　次に，村協議会について触れると，村協議会の基本的な役割は，すでに前述したように
住民の要請にこたえ，村条例を制定するなど，村長とともに村落行政を進めることである
（第209条）。村協議会議員の選出方法も，すでに前で触れたように村民を代表する有力者
同士の話し合いで決められることになり（第210条⑴），広く村民の意向を反映しにくく
なったことを指摘できるが，村協議会議員および村協議会議長の選出の条件や手続きにつ
いてはさらに国の法令や県の条例で定める（第210条⑷）とされている。村協議会議員の
任期は，すでに前で触れたように村長と同様に１期６年で，１回の再選が認められている
（第210条⑶）。
　最後に行政村の歳入について触れておこう。村の財政管理のガイドラインは知事によっ
て決められ（第212条⑹），その直接の管理を統括するのは村長である（第212条⑸）。村
の財政はもちろん村民と村の振興のために支出されるが（第212条⑷），その歳入源となっ
ているのは，a.村落独自の財源（たとえば，独自の事業収益，手続き料収益，資産収益な
ど），b.地方税のうちの村共有分と県政府からの交付金，c.中央・地方財政均衡資金の配
分金，d.中央政府・州政府・県政府からの援助金，e.寄付金，などで構成されている（第
212条⑶）。村単独で事業をすることができるようになったとはいえ，自主財源は従来か
らの村有小作農地のわずかな地代や文書の発行手数料ぐらいしかないために，多くの行政
村にとっては結局県からの交付金に依存せざるを得ない状況のままにある。
　以上に，2004年地方行政法第11章「村」に示されている村落行政組織に関する条項に
ついてみてきたが，1999年地方行政法に比べて2004年地方行政法では，たとえば村長の
立候補者要件，村長の義務と職務権限および解職，村協議会議員の要件などについて具体
的な基準条項が明示されなくなり，それらについては別に国の法令や県の条例などで定め
る措置が取られるようになっている。このことは，当該の職務者や組織の権利と義務を全
国一律に明示することを避けることによって，第一に，国の関係法令の許す範囲でそれぞ
れの地方の伝統や慣習に従った権利や義務の組織化の余地を残そうとしたからであり，第
二に，それらの行使や執行の可否をめぐって当事者間での緊張が発生するのを少しでも抑
制できると考えたからであろう。
３． 2004年地方行政法の下における村協議会─ジョクジャカルタ特別州バン
トゥール県の村協議会に関する地方条例の場合─
　前節で，1999年地方行政法の村落行政組織が2004年地方行政法に改正されたことよっ
てどのように変わったのかを考察してきたが，そのなかで新たに設置が義務付けられ，し
かも協議会議員の直接選挙廃止によって民主化の後退を象徴的に示すことになった村協議
会についても紹介してきた。しかし，同法に示された村協議会の制度は，あくまでも全国
統一の基本的な枠組みを示したものだということができる。したがって，「多様性のなか
の統一」を国是としてきた多民族国家のインドネシアでは，実際にはそれぞれの地方が，
2004年地方行政法が示す枠組みを逸脱しない範囲で，地方の伝統や慣習を踏まえた村協
議会の設置と運営を図っている。
　そこで，インドネシアの政治経済の中心をなすジャワ島のジャワ農村における村協議会
を，インドネシアにおける代表的な村協議会制度の例として紹介しよう。ここで取り上げ
─　　─105
インドネシアにおける地方分権化の後退
るのは，2004年地方行政法が制定された後，2007年にジョクジャカルタ特別州バントゥー
ル県で制定された「村協議会に関する2007年バントゥール県地方条例」に定められている
村協議会の制度である。インドネシアの地方における村協議会制度の事例として，この問
題に関心のある方々の参考資料に供する意味もあって，以下に同条例をそのまま紹介する。
村協議会に関する2007年バントゥール県地方条例第14号
考慮事項
ａ．村落行政の管理における民主主義の実現によって，社会の要請に応えてそれを推し進
める機関のような機能を持つ村協議会が設置されること
ｂ．村落に関する2005年政令第72号第42条の規定の下に，地方条例で定められた村協議
会の規則が信託されいること
ｃ．地方行政に関する2004年法律第32号の施行を推し進めることによって，村の立法機
関を適合するように再整理する必要があること
ｄ．上記 a. b. cに示された目的に適合するように村協議会（BPD）に関するバントゥール
県地方条例を制定する必要があること
参照事項
１．ジョクジャカルタ特別州内の県設置に関する1950年法律第15号（インドネシア共和
国官報1950年８月８日）
２．法令・条例制定に関する2004年法律第10号（インドネシア共和国官報2004年第53号，
および追加官報第4839号）
３．地方行政の法律化に関する2004年法律第32号の改正に関する2005年法律第３号を変
更する政令の施行に関する2005年法律第８号によってすでに変更されている（インド
ネシア共和国官報2005年第108号，さらに官報第4548号）が，地方行政に関する2004
年法律第32号（インドネシア共和国官報2004年第125号，および追加官報第4437号）
４．1950年法律第12, 13, 14, 15号の制定以来の施行に関する1950年政令第32号（インド
ネシア共和国官報1950年８月８日）
５．村落に関する2007年政令第72号（インドネシア共和国官報2005年第158号，および
追加官報第4587号）
６．法令の停止と公布についての2007年大統領令第１号
７．バントゥール県の行政運営における透明性と住民参加についての2005年バントゥー
ル県地方条例第７号（バントゥール県地方官報2005年シリーズＣ第01号）
バントゥール県知事とバントゥール県議会両者の賛成による決定
　決定事項：　村協議会に関するバントゥール県地方条例
第１章　総則
第１条
この地方条例は次の事を目的とする。
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１．地方政府は，地方行政を管理する要で，知事と地方事務局組織である。
２．知事（Bupati）は，バントゥール県知事である。
３．郡（Kecamatan）は，県の地方事務局組織で，郡長が管轄する行政区域である。
４．郡長（Camat）は，郡が管轄する行政区域にある地方事務局組織である。
５．村（Desa）は，インドネシア共和国行政体系のなかで，敬意をもって認められたその
土地の由来と慣習に基づいて，地域社会の利害を調整，管理する権限を与えられた，一
定の境界で囲まれた地域を持った法定社会（Kesatuan Masyarakat Hukum）である。
６．村行政（Pemerintahan Desa）は，インドネシア共和国行政体系のなかで，敬意をもっ
て認められたその土地の由来と慣習に基づいて地域社会の利害を調整，管理するため，
村政府と村協議会によって行われる行政職務の管理である。
７．村政府（Pemerintah Desa）は，村行政を管理する要で，村長と村事務局組織である。
８．BPDと呼ばれる村協議会は，村行政の管理の要として，村行政の管理において民主
主義を実現する機関である。
９．Kepala Desa（村長）の別の言葉である Lurah Desa（村長）は，自ら住民世帯を管理す
る権限を持ち，村行政を推進する責務と機能を持った村政府のリーダーである。
10．村事務局組織（Perangkat Desa）の別の言葉である Pamong Desa（村事務局組織）は，
書記（Carik）とその他の村役人から構成され，村長の支援者である。
11．部落（Dukuh）は，部落長（Kepala Dusun）の他の言葉である。
12．村住民団体（Lembaga Kemasyarakatan Desa）は，必要に応じて社会によって設置され，
社会を振興することにおいて村政府のパートナーである。
13．村の収支予算（Anggaran Pendapatan Belanja）は，APBDesaと呼ばれ，村政府と村協
議会の審議と同意を得て，村条例で決定された村行政年度の財政計画である。
14．村条例は，村長と BPDによって制定された条例である。
15．村協議委員会（Panitia Musyawarah Tingkat Desa）は，村長によって設置され，BPDの
組織構成の協議を行う委員会である。
16．地区協議委員会（Panitia Musyawarah Tingkat Wilayah）は，村長によって設置され，
地区代表である BPDの構成員，すなわち村協議会議員を準備し，実施することにおい
て村協議委員会を支援することを責務とする。
17．地区（Wilayah）（著者注：村協議会の議員を選出する選挙区のこと）は，部落と／ま
たは合併した部落と／または分割した部落で，その村での協議グループである。
18．候補者になり得る人は，委員会が働きかけと選考をしなくても BPD議員の候補者に
なりうる人である。
19．候補者は，話し合いで選ばれる権利がある BPD議員の候補者のことである。
第２章　BPDの地位，機能，権限，権利および義務
第１節　BPDの地位と機能
第２条
BPDは，村行政を管理する要に位置する。
第３条
BPDは，村長とともに社会の要請を受けてそれを取り上げ，村条例を決定する機能を有
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する。
第２節　BPDの権限，権利および義務
第４条
BPDは次の権限を持つ。
ａ．村長とともに村条例の計画を調査する。
ｂ．村条例と村長令の執行について監視する。
ｃ．村長の任命と解職を提案する。
ｄ．村長選挙委員会を設置する。
ｅ．社会の要望を掘り起し，迅速に対処し，収集し，公式化し，そして広くに及ぼす。
ｆ．BPDの規則を積み重ねる。
第５条
BPDは次の権利を持つ。
ａ．村政府に対して説明を求める。
ｂ．意見を表明する。
第６条
BPD議員は次の権利を持つ。
ａ．村条例の計画を提案する。
ｂ．質問をする。
ｃ．申し出や意見の提案をする。
ｄ．選出したり選出される。
ｅ．支援を得る。
第７条
BPD議員は次の義務を負う。
ａ．パンチャシラを適用し，1945年インドネシア共和国憲法を実施し，すべての法令を
遵守する。
ｂ．行政村の管理において民主主義的な生き方を履行する。
ｃ．国の法律とインドネシア共和国統一国家の状態を防衛し，維持する。
ｄ．持続的に行われるために，社会の要請に備え，それを受けとめ，収集する。
ｅ．村長選挙のプロセスを進める。
ｆ．個人，グループ，集団の利益の上に位置づけられる公の利益を優先して行う。
ｇ．その社会の社会文化と風俗習慣の評価を尊重する。
ｈ．住民団体との職務関係においては基準と倫理を見張る。
第３章　BPDの設置
第８条
　行政村の管理における民主主義の実現と行政村の運営の必要から，村に BPDが設置さ
れる。
第９条
⑴　BPD議員は，話し合いと全員一致の方法で決められ，地区の代表にかかわる村の住
民の代理である。
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⑵　⑴項で望まれているような BPD議員は，隣組長／大組長，専門家グループ，宗教
リーダー，そしてその他の社会の名望家やリーダーなどからの人である。
第10条
⑴　BPD議員の合計は，地区の面積，合計人口，および村の財政能力を考慮して，最小
５人，最大11人の奇数人数で決められる。
⑵　⑴項に決められている BPD議員の合計は，次の合計人口数を配慮して決められる。
　ａ．合計人口が1,500人から2,000人は，議員５人が代表になる。
　ｂ．合計人口が2,001人から2,500人は，議員７人が代表になる。
　ｃ．合計人口が2,501人から3,000人は，議員９人が代表になる。
　ｄ．合計人口が3,000人以上は，議員11人が代表になる。
第４章　BPD議員の基礎条件
第11条
⑴　BPD議員は，地区の話し合いで推薦された候補者のなかから決められる。
⑵　⑴項で目標とされる BPD議員の基本条件は，以下のとおりである。
　ａ．インドネシア共和国民である。
　ｂ．唯一無上の神に対する信仰心を持つ。
　ｃ．国家の基本であるパンチャシラ，1945年憲法，および政府とインドネシア共和国
統一国家に対して忠実である。
　ｄ．少なくとも中学校かそれと同程度の知識を持つ教育がある。
　ｅ．健康な肉体と精神を持っている。
　ｆ．地区の話し合いの時に，少なくとも25歳以上で，最長65歳までの歳である。
　ｇ．地区の話し合いの時に，少なくともまだ１年間有効な住民・家族登録証で証明され
る関係が，その村の住民として登録されている。
　ｈ．最低５年以上の禁固刑の刑罰を受けた犯罪歴がなく，そのためまだ処罰されたこと
がない。
　ｉ．確定した判決によって選挙権をはく奪されていない。
　ｊ．その村でお互いに知っており，また知られている。
　ｋ．直系の血統が，村長と同じか第二までの血統の家族関係になく，水平的な関係が配
偶者と婿，嫁の関係にない。
　ｌ．BPD議員として候補者に選ばれる準備をする。
第５章　BPDの設置を実施するメカニズム
第１節　話し合いを実施する責任者
第12条
⑴　村長は BPDの設置の話し合いを実施する責任者として対処する。
⑵　村長は，郡長を経由して BPD設置の計画について県知事に報告書を提出する義務が
ある。
⑶　責任者は，次の職務を持つ⑴項の目的のような話し合いを実施する。
　ａ．村協議委員会を設置する。
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　ｂ．村協議委員会に，職務の実施を円滑に進める枠組みに従って方針を示す。そして，
　ｃ．村協議委員会の協議議題の通知によって，県知事に対して確認を求められているた
めに BPD設置の協議結果を報告する。
第２節　村と地区の協議委員会
第13条
⑴　BPD議員の構成を実施することにおいて，村協議委員会と地区協議委員会が設置さ
れる。
⑵　村協議委員会と地区協議委員会は全員一致の協議の方法によって設置される。
⑶　⑴項の目的とされているように協議委員会の設置は，村長決定によって決められる。
⑷　⑴項の目的とされているように協議委員会の設置は，最も遅れても現 BPD議員の任
期がまだ終了しない３ヶ月前である。
⑸　⑴項の目的とされているように協議委員会の仕事は，BPD議員が就任することで終
了する。
第14条
⑴　第13条⑴項の目的とされているように村協議委員会の設置は，村役人（Pamong 
Desa），BPD，村住民団体，名士/社会開拓者などの人びとを含む。
⑵　村協議委員会の委員資格は次のようなことによる。
　ａ．部落長を除く村役人から１人
　ｂ．住民団体員から２人
　ｃ．まだ任期中であって，次の任期のための立候補準備をしていない BPD議員から２人
　ｄ．名士/社会開拓者から２人
⑶　村協議委員会の構成は次のようである。
　ａ．1人の委員が委員長
　ｂ．1人の委員が副委員長
　ｃ．1人の委員が書記
　ｄ．4人が委員
第15条
村協議委員会は次の職務を遂行する。
ａ．BPD議員総数と BPD議員の代表比率を確定する。
ｂ．地区を確定するために部落の合併や分割組み合わせを図る。
ｃ．BPD設置の活動計画を編成する。
ｄ．BPD設置予算を編成する。
ｅ．協議の成果の要点の通知を作成する。
ｆ．村協議委員会の設置のために地区での話し合いを実施する。
ｇ．地区の話し合いにおいて，地区協議委員会に付き添う。
ｈ．地区協議委員会から緻密な話し合いの成果の要点の通知を受け取り，BPD議員候補
者の履行の話し合いを実施する。
ｉ．BPD議員候補者の管理規則を認めて，再度調査する。
ｊ．村長に対して BPD設置の話し合いの結果を報告する。
第16条
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⑴　地区協議委員会の設置は，部落長・隣組長（Ketua Rukun Tetangga）・大組長（Ketua 
Rukun Warga）・名士を含み，村協議委員会によって支援をされ，導かれる。
⑵　地区協議委員会委員は次のような委員から成る。
　ａ．部落長
　ｂ．隣組長/大組長
　ｃ．名士
⑶　地区協議委員会の構成は次のようである。
　ａ．1人の委員が委員長
　ｂ．1人の委員が副委員長
　ｃ．1人の委員が書記
　ｄ．4人が委員
第17条
地区協議委員会は次の職務を遂行する。
　ａ．BPD議員候補者をすくいあげるために話し合いを行う。
　ｂ．BPD議員候補者の管理規則を認めて，調査する。
　ｃ．BPD議員候補者を決めるために地区協議委員会を開く。
　ｄ．地区協議委員会の成果の要点の通知を作成する。
　ｅ．村協議委員会委員長に，地区協議委員会委員長が BPD設置の協議結果を報告する。
第３節　比率と地区の確定
第18条
村協議委員会は，次のような方法で部落の合併や分割のやり方の確定を図る。
　ａ．次の公式で各議席の割合を決める。
　　　比率＝村の総人口数/話し合いで選ばれる BPD議員数
　ｂ．話し合いの地区を各村で最少５から最多11で合計数を確定するために，部落の統
合と分割の方法を確定する。 
　ｃ．それぞれの村の BPDの議席数と地区数は同じである。
第６章　BPD議員候補者選考の話し合い方法
第１節　地区の話し合い
第19条
⑴　地区協議委員会は，行政上の基礎条件の調査に従って地区代表の BPD議員候補者を
探して，精選する。
⑵　地区協議委員会は，BPD議員候補者を確定するために話し合いを行う。
⑶　⑵に意図されているような話し合いで合意が実現されなければ，意見の募集が進めら
れる。
⑷　地区の代表の BPD議員候補者は，最少３人最多５人の決定による話し合いや意見の
募集の結果に相応した候補者の序列や番号順にもとづいた話し合いの結果に一致してい
ると推測される。
⑸　地区協議委員会は，地区協議委員会委員長によって署名された BPD議員候補者に関
係する話し合い方法の通知を発行し，それらはその後村協議委員会に報告される。
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第２節　村の話し合い
第20条
⑴　第13条⑸項で目的とされているように，地区協議日程の通知に基づいて，村協議委
員会はそれぞれの地区で候補者になった BPD議員候補者名簿を作成する。
⑵　村協議委員会は，BPD議員候補者の基本条件を再度調査し，チェックしなければな
らない。
⑶　村協議委員会は，村協議委員会委員長によって署名された村協議委員会日程を作成す
る。
第21条
⑴　村協議委員会委員長は，村長に協議の議事録と日程を添えて BPD設置の話し合いの
結果を報告する。
⑵　村長は，話し合いの結果の報告を受けてから遅くとも１週間以内に，⑴項で目的とさ
れているようにその話し合いの結果を，郡長を経由して県知事に報告する。
第７章　BPD議員の公認と誓い/約束の宣誓次第
第１節　BPD議員の公認
第22条
⑴　BPD議員の公認は，県知事令によって決定される。
⑵　⑴で目的とされているような県知事令は，話し合いの結果の報告を受理してから遅く
とも30日以内に決定される。
第２節　BPD議員の誓い/約束の宣誓次第
第23条
⑴　BPD議員は，県知事によって導かれて，社会に向けて一緒に誓い/約束を表明するま
ではその地位につかない。
⑵　BPD議員の誓い/約束の言葉は次のようである。
　「神にかけて，私は次のことを誓約する。……（略）……」
第８章　BPDの組織編成と職務規則
第１節　BPDの組織編成
第24条
⑴　BPDの組織編成は次の下にある。
　ａ．指導部
　ｂ．委員
⑵　BPD指導部は次の下にある。
　ａ．１人の議長
　ｂ．１人の副議長
　ｃ．１人の書記
⑶　⑵で目標とされたように BPDの指導部は，特別に開かれる BPDの会議において
BPD議員の中から議員によって選ばれる。
⑷　⑶で目標とされる BPDの選考会議は，初回は年長者によって指導され，最年少者に
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よって補佐される。
第25条
⑴　BPDの権限，機能，地位，権利，義務の履行において，BPDは，BPD議員，村政府，
村住民団体と地方政府を結びつけるために調整と協議の原則を活用しなければならな
い。
⑵　行政領域での職務の履行において，BPD指導部は，下に位置づけられる村職員それ
ぞれに支えられ，BPDの職務の長にあたる BPD指導部に補佐されている村長に対する
責任がある。
⑶　BPD指導部は，次のような職務を担う。
　ａ．職務の計画を作成し，BPD議員に職務を配分する。
　ｂ．BPDの諸会議を指導し，その指導した会議の結果をまとめる。
　ｃ．関係する議員に会議の決定を届ける。
　ｄ．村行政の世話で村長とともに調整をする。
第９章　BPDの規則，職務の仕組み，および会議
第１節　BPDの規則
第26条
⑴　BPDの規則は，BPD令によって定められる。
⑵　⑴項で目的にされているように，規則はほかの間の事柄を含む。
　ａ．機能の遂行
　ｂ．権限の遂行
　ｃ．権利の遂行
　ｄ．議員の権利の遂行
　ｅ．議員の義務の遂行
　ｆ．会議の運営規則
　ｇ．決定方法の規則
⑶　⑴項で目的とされたように，BPDの規則の複雑化に関してはより進んだ制定が，県
知事令とともに実施される。
第２節　BPDの職務の仕組み
第27条
⑴　機能，権限，権利，義務を遂行するために，BPDは仕事のプログラムを作成する。
⑵　⑴項に目的とされたような仕事のプログラムを基本とし，BPDは有効な法令に適合
した活動を行う。
⑶　BPDの委員会で公式化された⑵項に目的とされているような活動の成果は，同時に
BPDの規則に適合して実施される。
第３節　BPDの会議
第28条
⑴　BPDの会議は，BPD指導部によって指導される。
⑵　⑴項で意図されている BPDの会議は，いつでも全議員の最低1/2の出席で正式とな
り，決定は一番多い賛成を根拠にして決められる。
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⑶　BPDの会議は，特定の事柄では，全議員の最低2/3の出席によって正式になり，決定
は出席議員の1/2プラス１人以上の賛成で決められる。
⑷　BPDの決定によって決められた BPDの会議の成果は，BPD書記によって作成された
議事録によって完備される。
第10章　社会の要望を掘り起し，受け付け，村協議に取り上げる方法
第29条
⑴　行政，開発，建設部門での要望に備えることについて，BPDは，その地区を代表し
ている議員に職務の割り当てを行う。
⑵　議員から，要望の成果を受け付ける。
⑶　地域で浮かびあがった多くの問題に備える。
⑷　広くゆきわたった要望の成果を届け，有効な法律関係の諸事項の条例に一致した継続
的な対策が取られるために，⑵項と⑶項で目的にされたように浮かび上がった解決すべ
き問題に備える。
第11章　BPDと村長および住民団体との関係
第30条
⑴　BPDと村長との間の職務関係は，パートナーで同等の性格を持っている。
⑵　BPDと住民団体との間の職務関係は，パートナーで同等の性格を持っている。
第12章　財政，行政および BPD組織の支出
第１節　BPDの財政
第31条
⑴　BPDの指導部と議員は，村の財政力に見合った手当を受け取る。
⑵　⑴項の目的にされている BPDの指導部と議員の手当は，村の収入と支出の予算の中
で決められる。
第32条
⑴　BPDの活動のために，BPD書記によって運営される村の財政力に見合った事業費が
準備される。
⑵　⑴項で目的とされた費用は，村の収入と支出の予算の中で毎年確保される。
第２節　BPDの行政
第33条
⑴　行政に従った BPDの事業は，BPD書記によって計画される。
⑵　⑴項で目的とされている行政上の責務を実施するために，BPD書記は村職員によっ
て補佐される。
第３節 BPD組織の支出
第34条
BPD組織構成の実現の結果として取り上げられたすべての費用は，村の収入と支出の予
算，社会参加そして社会の相互扶助に担われている。
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第13章　BPD議員の任期
第35条
⑴　BPD議員の任期は６年で，１回再任ができる。
⑵　議員の任期が終了すると，新議員が任命され，宣誓する。
第14章　BPD議員の解職と期間を伴う代理
第１節　BPD議員解職の仕組
第36条
⑴　BPD議員は次の理由で辞職する。
　ａ．本人が死亡したとき
　ｂ．自ら辞職を申し出たとき
　ｃ．任期が終了し，新しい議員が任命されたとき
⑵　BPD議員は次の理由で辞職させられうる。
　ａ．職務の誓い/約束に違反したとき
　ｂ．不変の法権力を得ている裁判所の判決に基づいて，誤りを犯していることが明らか
にされたとき
　ｃ．BPD議員に禁止されたことを犯したとき
　ｄ．BPD議員の資質を充たしていないとき
⑶　⑴項と⑵項で意図されている BPD議員の辞職は，BPDの議決で決定される。
⑷　⑵項で意図されている BPDの議決は，承認を得るために郡長を通して県知事に届け
られる。
⑸　⑷項に意図されている BPD議員の辞職の承認は，県知事の決定で決定される。
第２節　期間を伴う代理
第37条
⑴　辞職したり解職されたりした BPD議員は，在任期間が伴う BPD議員候補者によって
代わられたときに終わる。
⑵　期間を伴う代理の BPD議員の任期は，辞職したり解職されたりした BPD議員のまだ
有効な残りの期間である。
⑶　BPD議員の期間を伴う代理は，辞職したか解職された議員の地区の出身で，確定し
ている立候補者の名簿に一致している。
⑷　議員が代わる地区から期間を伴う BPD議員の立候補者がいないときは，他の地区か
ら代わるか，全員一致の話し合いで進められる。
⑸　BPDの指導的立場を務める BPD議員の後を継ぐ残任期間を伴う後任者は，直接 BPD
の指導的立場を務める BPD議員になることはできない。
第38条
BPD議員の代理の提案が受理されてから遅くとも30日以内に，県知事は BPD議員の承認
と任命について決定する。
第39条
⑴　BPDの指導的立場を務める BPD議員が任期を満了する前に辞職または解職されると
きには，BPDの指導的立場を務める BPD議員の代理が置かれる。
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⑵　BPDの指導的立場を務める BPD議員の代理の仕組みは，全員一致の話し合いで行わ
れる。
⑶　⑵で述べた目的のように全員一致の話し合いが達せられなかった時には，意見を募集
する方法で進められる。
⑷　BPDの指導的立場を務める BPD議員の職務任期は，辞職あるいは解職される BPD
の指導的立場を務める BPD議員によってまだ行われていない残任期間である。
第15章　BPD議員の禁止
第40条
⑴　BPDの議員と指導的立場を務める BPD議員は，村長および村役人の職務を兼職する
ことは許されない。
⑵　BPDの議員と指導的立場を務める BPD議員は，次のことを禁止されている。
　ａ．村のプロジェクトの計画をする。
　ｂ．公益を損なう，社会のグループを不安に陥れる，または他の社会の構成員や団体を
差別する。
　ｃ．汚職，癒着，縁故主義の行為を行う，または実施される決定や対策に影響を及ぼし
うる側から金銭，物品，あるいは報酬を受け取る。
　ｄ．権限を悪用する。
　ｅ．職務の誓いや約束に違反する。
第16章　調査の方策
第41条
⑴　BPDの議員と指導的立場を務める BPD議員に対する調査の方策は，知事への文書に
よる通知で行われる。
⑵　例外とする問題は次のようである。
　ａ．刑法犯を犯した証拠があげられたとき
　ｂ．殺人犯罪で脅かされる刑法犯を犯したことが推測されるとき
第17章　交代の規程
第42条
⑴　現職の村議会 BPDの議員が，村協議会 BPDの議員と同じように任期の最後まで，常
に職務，機能，真理，権限そして義務を実行する。
⑵　⑴に述べた目的の BPDの議員は，自ら辞職したり，解職されたり，あるいは死亡し
ても，11人以上の双方の議員でその内容を果たすことはできない。
第18章　閉会の規程
第43条
この条例に規定された事柄は，知事によってさらに十分に規定される。
第44条
この地方条例を施行するにあたって，村議会に関する2000年第12号バントゥール県条例
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（2000年第１号Ｄシリーズ地方官報）は，上記の村議会に関する2000年第12号バントゥー
ル県条例の第一次変更に関する2001年第２号バントゥール県条例（2001年第７号Ｄシリー
ズ地方官報）に変更され，上記の2000年第12号バントゥール県条例の第二次変更に関す
る2001年第19号バントゥール県条例（2001年第52号Ｄシリーズ地方官報）に最後に変更
され，削除され，それを公にされ，無効になる。
第45条
この地方条例は，制定された日から施行される。
だれもが知るように，バントゥール県地方官報に掲載し，この条例の制定を命ずる。
　　　　　　　　　　　　　　　 2007年10月１日にバントゥールで決定された
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バントゥール県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（署名）
　　　　　2007年10月１日にバントゥールで制定された
　　　　　　　　　　　　バントゥール県書記
　　　　　　　　　　　　　　（署名）
４．おわりに
　本稿の前半で，論文のタイトルにもなっているように，1999年地方行政法が改正され
2004年地方行政法が制定されたことによって村落行政組織がどのように再編されてきた
のかを分析してきた。そして，1999年地方行政法に比較して，2004年地方行政法では，
村議会に代わって村協議会が設置されることになり，村民の間の対立を回避するために村
議会議員の直接選挙が廃止され，村協議会議員は話し合いと全員一致によって決められる
ことになったこと，その結果隣組長，慣習文化の長老，名望家などの村民を代表する有力
者同士の話し合いで決められることになったこと，そのほかにたとえば村長の立候補者要
件，村長の義務と職務権限および解職，村協議会議員の要件などについて具体的な基準条
項の明示がされなくなり，それらについては別に国の法令や県の条例などで定める措置が
取られるようになったこと，などを明らかにしてきた。
　本稿の後半の部分では，政府の定めた2004年地方行政法の下で実際にそれぞれの地方
が伝統や慣習を踏まえてどのような村落行政制度を組織化しているのかを示す事例とし
て，2007年にジョクジャカルタ特別州バントゥール県で制定された「村協議会に関する
2007年バントゥール県地方条例」を紹介した。しかし，今回は紙幅の関係で紹介するの
みにとどまり，2004年地方行政法との比較検討の課題が残されることになった。別稿を
期したい。 
注
１） 拙稿 「インドネシアにおける地方分権化と村落行政組織の再編─1979年村落行政法による村
落行政組織から1999年地方行政法による村落行政組織への民主的な再編を中心に─」（藤井勝
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ほか編『東アジア「地方的世界」の社会学』晃洋書房，389～412頁，2013）参照。
２） ハビビ大統領が目指したのは，民主化の実現のために自由で公正な総選挙の実施と地方分権
化を推進することにあり，1999年地方行政法の改正はその一環であった。前者の公正な選挙
の実施について，彼は大統領に就任するとすぐに（1998年５月28日）国民の政治参加や政治
的自由を保障することを公約し，大統領就任後４ヵ月足らずでそれらの関連法案を国会に上程
した（1998年９月17日）。そして，国会の可決を経て，1999年２月１日に政党法（政党に関す
る法律1999年第２号：Undang-Undang Republik Indonesia Nomor 2 Tahun 1999 Tentang Paetai 
Politik），選挙法（総選挙に関する法律1999年第３号：Undang-Undang Republik Indonesia Nomor 
3 Tahun 1999 Tentang Pemilihan Umum），および議会構成法（国民協議会・国会・地方議会の構
成と地位に関する法律：Undang-Undang Republik Indonesia Nomor 4 Tahun 1999 Tentang Susunan 
dan Kedudukan Majelis Permusyawaratan Rakyat, Dewan Perwakilan Rakyat, dan Dewan Perwakilan 
Rakyat Daerah）の政治関連３法案が制定された。
３） 前記の注１）の拙稿（晃洋書房，398～401頁，2013）に法案の作成から施行に至るまでの過
程を詳述したので参照されたい。
４） 2004年地方行政法の内容について注釈を加えている「地方行政に関する2004年インドネシ
ア共和国法律第32号注釈（Penjelasan atas Undang-Undang Republik Indonesia Nomor 32 Tahun 
2004 tentang Pemerintahan Daerah）」の「10 村（Desa）」の項による。
５） 上記の注４）参照。
６） ジャワ農村では，村長から部落長に至るまですべての村役人に職位に応じて役職田が給され
ており，退職するとその一部が死亡ないし返還するまで恩給田として継続して給されている。
役職田の面積は村むらの事情によって一様ではないが，村長，書記，各部の長などの役職田
は，小規模所有農家が多いジャワ農村では相対的に広い面積になっている。
７） 1999年地方行政法から2004年地方行政法への主な改正点の指摘については，島上宗子「イ
ンドネシア分権化時代の村落改革─「村落自治」を巡る理念と現実─」（船津鶴代ほか編『変
わりゆく東南アジアの地方自治』アジア経済研究所，67～104頁，2012）参照。
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